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Ａ（１） 救急活動のＤＸ
推進

市民の救急需要が増大し、救急車の出
動件数が増加している。このため、救
急車の稼働率が高まり、現場までの到
着時間、病院に収容するまでの時間が
延伸しており、救命率の低下が懸念さ
れ、他都市では救急隊の増隊や救急活
動へのＩＣＴ導入などが進められてい
る。

近年、高齢化の伸展や救急業務に求めるニーズの多様化
などを背景に、全国的に救急需要が増大しており、本市
における令和５年の救急出動件数は、市政発足後初めて
６万件を超え、６３,０６１件を記録した。救急車の出動
について１０年前と比較すると、救急出動件数は１０，
３４３件増加、救急現場までの平均到着時間は１.２分、
傷病者を病院に収容するまでの平均時間は５.８分延伸し
ている。

令和６年度内に、救急現場までの到着時間短縮を図るため、総務省消防庁と「Ａ
Ｉを活用した救急隊運用最適化」の実証実験を実施するほか、傷病者を病院に収
容するまでの時間短縮を図るため、救急活動に「患者情報管理システム」を導入
し、全救急隊にタブレットを配置する。

「ＡＩを活用した救急隊運用最適化」については、過去９年分
の救急出動と気象状況のデータを総務省消防庁が解析してお
り、令和７年２月頃から解析結果に基づく救急隊運用の実証実
験を行う予定としている。
「患者情報管理システム」の導入については、令和６年８月に
システム開発企業と契約し、令和７年１月１日からの運用開始
に向けて、現在、北九州市の仕様に合わせたシステムを構築し
ている。

「ＡＩを活用した救急隊運用最適化」については、令和７年２
月７日から約２ヶ月間、ＡＩ解析結果に基づく救急隊運用の実
証実験を行った。
「患者情報管理システム」の導入については、令和７年１月１
日から全救急隊にシステムを導入し運用を開始した。受入れ先
の医療機関については、令和７年４月末時点で、市内の救急告
示病院１７医療機関を含む市内外７８医療機関に導入した。

「ＡＩを活用した救急隊運用最適化」について
は、全救急隊（２３隊）の現場到着所要時間
（平均）が１１秒短縮した。

「ＡＩを活用した救急隊運用最適化」について
は、実証実験を踏まえ、令和８年度から本格的
運用に向け、消防庁消防研究センターと協議す
る。
「患者情報管理システム」の導入については、
システム導入後の１～３月の所要時間を前年と
比較したところ、現場滞在時間や医師への引継
ぎ時間の短縮には至らなかった。しかし、運用
が定着すれば、時間短縮に繋がるものと考え
る。
併せて、システムのカスタマイズを行うほか、
新機能の導入を行う。
なお、先行導入都市では、タブレット操作の運
用が定着した後に、所要時間が短縮されてい
る。

Ａ（２） 若手職員の育成
と柔軟な発想の
活用

若手職員の育成を進め、若手職員の柔
軟な発想や新しい取り組みを組織全体
に浸透させるための体制整備が必要で
ある。

消防局では、次代を担う若手職員の育成を目的として、
「消防未来創造プロジェクトチーム」を設置し、消防広
報とＤＸ推進などに関する検討を行ってきた。特に、Ｄ
Ｘ推進においては、現場の消防署で報告書作成や手続き
に紙や手書きの業務が多く、作業に時間を要しており、
職員の負担軽減を図る必要がある。同時に、業務効率化
により生まれた時間を、より良い市民サービスの提供や
新しい取り組みにつなげることが可能となる。
また、採用試験の受験者数の減少や、若年層の離職者の
増加を踏まえ、若手職員の意欲を引き出し、柔軟な発想
を活かした魅力ある職場づくりに取り組む必要がある。

若手職員を中心としたプロジェクトチームを設置し、コミュニケーション能力や
調整能力を高めるためのディスカッションやプレゼンテーションを通じて、課題
を分析・検討する。
また、若手職員の柔軟な発想を活かして業務改善を促進し、デジタルツールの導
入によるＤＸ推進を図る。

８月にプロジェクトチーム（働き方改革チーム、ＤＸ推進チー
ム）を設置し、１０月末に中間報告会を行った。働き方改革
チームは、消防局全職員にアンケートを実施後、課題を抽出
し、局内でインターンシップ（消防職員が興味のある部署の業
務を体験）を実施する育成プログラムや業務の一斉見直しなど
５つの改善を提案した。ＤＸ推進チームは、業務の効率化を図
るため、kintoneを活用した「届出」「申請」「集計」等の６
つのＤＸを提案した。今後、令和７年１月中旬に最終報告会を
予定している。

令和６年８月に設置した「消防未来創造プロジェクトチーム」
（働き方改革チーム、ＤＸ推進チーム）は、若手職員を中心に
編成し、組織課題の抽出と改善策の検討に取り組んだ。１０月
末には中間報告会を実施し、両チームが提案した計１１件のア
イデアについて局内で共有した。令和７年１月の最終報告会を
経て、３月末時点では、所管課において各提案の内容をもと
に、実現に向けた具体的な検討が進められている段階にある。
その中には、まもなく実施に着手する見込みのものや、試行的
な導入が予定されているものもあり、今後、順次取り組みを進
めていく予定である。

ＤＸ推進チームによる令和５年度の提案をもと
に、kintoneを活用した報告書作成や申請手続き
のデジタル化が一部導入され、手書き業務の削
減や処理の簡素化が進みつつある。こうした取
り組みにより、職員の負担軽減や業務の効率化
が一定程度図られ、今後さらに対象業務の拡大
が見込まれる。
また、働き方改革チームの提案に基づき、タス
ク管理アプリの試行やYouTubeを活用した訓練・
研修用動画の整備が進められており、若手職員
が実務を通じてスキルを磨く環境が整いつつあ
る。こうした取り組みは、柔軟な発想の活用と
若手育成を両立させる仕組みとして、組織全体
の成長にもつながることが期待される。

令和６年度においては、若手職員の柔軟な発想
をもとに多様な提案がなされ、いくつかの取り
組みは試行や実施に向けた準備が進められてい
る。ただし、全体としては導入までのプロセス
に一定の時間を要しており、より円滑な実装に
向けた体制づくりが必要である。
令和７年度は、提案内容の具体化と導入までの
道筋を明確にし、実施に向けたフォロー体制の
整備を図る。さらに、先進地の視察などを通じ
て他都市の取り組みから学び、消防局の実情に
応じた形での展開を検討することで、実効性の
ある施策の導入と若手職員の視野拡大の双方を
実現していきたい。
さらに、女性消防職員の働き方に関する課題を
可視化するため、「WomanWillチーム」を新たに
発足し、多様な働き方の実現に向けた取り組み
も推進していく。

Ｂ（１） 消防活動のＤＸ
推進

現行の情報収集体制を見直し、ＤＸ技
術を導入することで、より効率的・効
果的な消防活動の実現が期待される。
また、職員研修についてもＶＲやシ
ミュレーション技術を導入し、災害対
応能力の向上を図る必要がある。

消防活動におけるＤＸの取組みとして、情報収集を目的
に消防活動用ドローンを活用しているものの、消防活動
全般においては、アナログが多くを占めている。社会の
構造が複雑化し災害が多様化・大規模化する中で、市民
の生命を守るためには、現場の情報をデジタル化し、ス
ピーディーに共有することにより、消防活動の迅速化と
効果的な対応に繋げる体制の構築が必要である。
さらに、集積したデータを活用し、社会情勢の変化に伴
う大規模または特異な火災に対応するため、火災対応の
反省会や実践的な訓練を補完する手段として、ＶＲやシ
ミュレーション技術を導入する必要がある。

新たに警防研究会（部署を横断した課題解決型の研究会）を設置し、デジタル技
術を活用した災害に備えた事前調査方法や災害時における情報収集・共有システ
ム等を検討し、迅速で効率的・効果的な消防活動を実現する体制の構築を目指
す。

木造建築物が密集する地域で発生した大規模な火災における教
訓や課題等を踏まえ、新たな資器材の検証や情報共有体制の検
討を行う警防研究会を令和６年６月に設置した。災害対応に必
要な情報の効率的な収集・共有を図る消防活動支援マップ（Ｇ
ＩＳ）を作成するなど、検証を行っており、今年度中に報告会
を行う予定である。

木造密集地域に係る課題解決のため、全消防署や関係各課と一
丸となって検討を行い、令和７年３月に警防研究会報告書を作
成した。研究成果の一つとして、迅速な災害対応のために必要
な情報収集及び共有用のシステムやツール（延焼シミュレー
ションシステムや無線機能アプリ等）を検証し、消防活動にお
けるＤＸの有効性を確認できた。
また熱源を可視化できる装置を有したドローンを配置すること
で、情報収集能力を強化することができた。

飛行能力が高く熱源も確認できるドローンを配置す
ることで、様々な環境下の災害現場における情報収
集能力が向上した。
また、電子作戦卓等の新たなＤＸ技術を災害現場や
実証実験等で活用・検証することで、漠然としてい
た効果が明確となり、将来に向けた消防活動変革の
糸口を見出すことができた。

消防活動のＤＸ推進には、ハード面の整備が不
可欠であるが、その導入の判断を行うためには
費用対効果の十分な検討の必要がある。令和７
年度は、令和６年度に行った検証結果を踏ま
え、機能の重複などの無駄を見直しながら、ア
ナログデータのデジタル化やコストパフォーマ
ンスの高いシステム等の導入のために、より具
体的な検討を進めていく。

Ｂ（２） 木造建築物が密
集する地域に対
する火災予防対
策

木造建築物が密集する地域では、ひと
たび火災が発生すると大規模化する可
能性が高く、その地域で生活する方々
には、「絶対に火災を発生させない」
という高い防火意識をもってもらう必
要がある。

本市の令和５年における出火率は２．２（件／１万人）
であり、東京都及び２０政令市の平均２．３より下回っ
ている。
一方、本市では令和４年以降、木造建築物が密集する地
域での大規模な火災が複数回発生しており、市民生活や
地域経済に大きな影響を及ぼすとともに、「火災が多い
まち」とのイメージが着きつつある。

令和５年度から取り組んでいる「防火指導の強化」、「査察の強化」、「地域ぐ
るみの訓練の後押し」の３本を柱とした強化策に加えて、簡易型自動消火装置の
普及啓発、地域・警察・消防が一体となった火災予防対策などを行い、火災の発
生リスクを低減していく。

「防火指導の強化」、「査察の強化」、「地域ぐるみの訓練の
後押し」の３本を柱とした強化策を進めるとともに、新たに今
年度から、木造建築物が密集する地域にある木造飲食店に対す
る簡易型自動消火装置の普及啓発活動や、地域・警察・消防が
一体となって、同地域への防火啓発や巡回を実施している。

市内約１，４００の木造等飲食店へ、防火指導員による防火指
導を実施し、継続した指導が必要と判断した約１００店舗に対
しては、重点的に２回目の改善指導を実施した。
木造商店街密集地域等に加え、延焼危険が比較的高い地域にあ
る木造飲食店に対する査察周期を３年から１年へ大幅に短縮
し、３１３事業所に対し、集中的な査察を実施した。
令和５年から令和６年にかけて、市内の木造建築物が密集する
地域において、継続して地域ぐるみの訓練を実施し、地域全体
の防火意識と対応能力の向上を図った。
新たな火災予防対策として開始した、簡易型自動消火装置の設
置費補助事業について、対象の２７２店舗に対し、最大３回の
事業説明を行い設置促進に努めた。
従来から取組んでいる、地域と消防の合同防火啓発に警察も加
わり、市内全ての行政区において３者が一体となった防火啓発
を実施した。

約１００店舗に継続した防火指導を行った結
果、新たに消火器が設置される等の改善効果が
みられた。
毎年査察を実施することで、継続した是正指導
が行われており、事業者の法令遵守意識の向上
が図れ、市民が安全に建物を利用することに寄
与している。
地域ぐるみの訓練の後押しを継続的に実施して
きたことで、市民の防火意識が向上し、地域が
主体となった訓練が定着したことから、今後も
訓練を継続する仕組みが構築された。
簡易型自動消火装置の周知及び設置促進の結
果、３６店舗が設置し、飲食店の厨房からの火
災発生リスクを低減させることができた。
警察と合同で防火啓発することで、防犯の観点
が加わり、啓発の効果が高まった。

防火指導を行っても市民の防火意識は薄れてい
くものであるため、風化させないために粘り強
い継続した啓発が必要である。
令和６年内に、木造建築物が密集する地域等に
おいて６件の建物火災が発生したため、引き続
き同地域への防火指導と査察の強化を継続して
いく。
住民主体の訓練や啓発活動への参加には、地域
ごとや世代間で差が見られ、これらの偏りが課
題となっており、引き続き消防からの働きかけ
を行っていく。
これまでの訓練や啓発内容に加え、さらに、市
民の訓練参加意識や訓練効果の向上を目指し、
ＶＲなどの新たな手法を導入した啓発を実施す
る。

R６消防局Ｘ方針 振り返りシート（設定した課題の取組結果）
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Ｃ（１） 持続可能な消防
体制の確立

安定的に適切な消防サービスを提供す
るためには、消防職員と消防団員の有
為な人材を確保・育成し、多様な災害
に対応できる持続可能な消防体制を構
築する必要がある。

社会情勢の変化や就業意識の多様化、全国的な高齢化と
少子化の進行により、消防職員の採用試験の受験者数が
減少し、若年層の離職者も増加している。
また、同様に消防団員の数も減少傾向にある。本市にお
いても過去１０年間で消防団員の実員数は減少してお
り、平成２９年の１，９４６人をピークに年々減少し、
令和６年４月１日現在で１，７１４人となっている。

・若手職員によるプロジェクトチームを設置し、受験者数の確保や離職防止策に
ついて検討する。
・SPI試験の導入や受験年齢の引き上げ等、採用試験の在り方について検討す
る。
・「消防団員の入団促進委員会」と連携して、ＳＮＳ等を活用した情報発信をさ
らに進め、若年層の入団促進を図る。また、消防団の魅力や活動内容を広く市民
に浸透させ、入団後もやりがいや誇りを持ち、永く活動できる環境整備等を進
め、消防団員の確保に努めていく。

・８月にプロジェクトチームを設置し、１０月末に中間報告会
を行った。働き方改革チームは、消防局全職員にアンケートを
実施後、課題を抽出し、局内でインターンシップ（消防職員が
興味のある部署の業務を体験）を実施する育成プログラムや業
務の一斉見直しなど５つの改善を提案した。今後、令和７年１
月中旬に最終報告会を予定している。
・令和６年１１月７日（木）神戸市にて開催された「七都市人
事担当者会議」において　北九州市消防局からの議題として
「採用試験の検討について」を挙げた。各都市の検討状況や導
入後の効果等を参考に今後も検討していく。
・「消防団員の入団促進委員会」と連携して、SNS等を活用し
た入団促進を継続しており、消防団員数は1,714人（R6.4.1）
から1,724人（10人増）に増加している。また、団員のモチ
ベーションを維持・向上できる内容を盛り込んだ入団促進用の
ＰＲ動画も作成し、市民と団員に広く広報することで、入団促
進と退団抑制を図っている。

・令和６年８月に設置した「消防未来創造プロジェクトチー
ム」（働き方改革チーム、ＤＸ推進チーム）は、若手職員を中
心に編成し、組織課題の抽出と改善策の検討に取り組んだ。１
０月末には中間報告会を実施し、両チームが提案した計１１件
のアイデアについて局内で共有した。令和７年１月の最終報告
会を経て、３月末時点では、所管課において各提案の内容をも
とに、実現に向けた具体的な検討が進められている段階にあ
る。その中には、まもなく実施に着手する見込みのものや、試
行的な導入が予定されているものもあり、今後、順次取り組み
を進めていく予定である。
・令和７年度実施の職員採用試験の年齢要件(採用時年齢)を引
き上げ、試験区分に「ＳＰＩ３」区分を新設した。
・「消防団員の入団促進委員会」と連携して、ＳＮＳ等を活用
した情報発信を進め、若年層の入団促進を図ることで消防団員
の確保に努めてきた。数値的には大きな変動は見られず、結果
としては横ばいの推移となった。

・ＤＸ推進チームの提案をもとに、kintoneを活
用した報告書作成や申請手続きのデジタル化が
一部導入され、手書き業務の削減や処理の簡素
化が進みつつある。また、働き方改革チームで
は、タスク管理アプリやYouTubeを活用した訓練
動画の整備が進められるなど、柔軟な発想を取
り入れた業務改善の取組が進展した。こうした
動きは、業務の効率化と職員の成長環境の両面
において、組織全体の活性化につながるものと
捉えている。
・職員採用については、令和７年度実施の受験
状況を踏まえて効果を分析する。
・消防団員については、今回の取り組みによ
り、地域防災力を安定的に維持することができ
た。また、消防団員の継続的な訓練や火災予防
活動を通じて、地域住民の防災意識の向上を
図った。目立った成果として数値化しにくい部
分もあるが、地域防災力が低下することなく安
定的に維持されていることが、地域の安心・安
全の持続に貢献していると捉えている。

令和６年度は、プロジェクトチームで検討され
た内容の一部が試行に向けて進展したものの、
導入までの体制整備に課題が残った。令和７年
度は、実装支援を進めるとともに、先進地の取
組を参考に実効性ある施策の導入を図る。
また、女性消防職員の働き方に関する課題を可
視化する「WomanWillチーム」を新たに発足し、
勤務環境の改善を推進する。
職員採用については、令和７年度の受験状況を
踏まえて検討を行う。
消防団については、前年度に引き続き、入団促
進と退団抑制に向けた取組を継続していく。
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